長 長第３５３６号
平成２７年２月２３日
　居宅介護支援事業所　管理者　様

石川県健康福祉部長寿社会課長
(　　公　　印　　省　　略　）
居宅介護支援費に係る特定事業所集中減算について

　

日頃より本県の福祉保健行政にご理解、ご協力をいただき感謝申し上げます。

さて、居宅介護支援の特定事業所集中減算については、「正当な理由なく、当該指定居宅介護支援事業所において前６月間に作成した居宅サービス計画に位置付けられた指定訪問介護、指定通所介護又は福祉用具貸与の提供総数のうち、同一の訪問介護サービス等に係る事業者によって提供されたものの占める割合が１００分の９０を超えている」場合、当該事業所が実施する減算適用期間の居宅介護支援のすべてについて、月２００単位を所定単位数から減算するという内容になっております。
つきましては「特定事業所集中減算に関する届出書」に必要事項を記載し、いずれかのサービスで９０％を超えた場合は下記のとおり提出して下さい。
なお、９０％を超えない事業所については提出する必要はありません。
記
１ 提出先　　石川県健康福祉部長寿社会課在宅サービスグループ

２ 提出期限　　平成２７年３月１６日（月）　郵送可、ＦＡＸ不可
　　　　　　    ※期限までに提出のなかった事業所については、９０％を超えた理由が正当なものであっても減算の対象とする場合があります。

３ 留意事項    

・９０％を超えた場合であっても、正当な理由があれば減算は適用されません。
・正当な理由の範囲については、国の例示等を踏まえて定めています。
・届出書に理由が記載されていないか、または県が当該理由を不適当と判断した場合は、特定
事業所集中減算を適用することとなりますので、必ず９０％を超えたことについてその理由
を記載してください。

・なお、算定に当たっては、同一法人格を有する法人単位で判断します。

特定事業所集中減算に関する届出書の様式、Ｑ＆Ａ、石川県が定める正当な理由の範囲については、

http://www.pref.ishikawa.lg.jp/ansin/wam/tuuchi/tuuchi.html
よりダウンロードができます。



（問い合わせ先）　石川県健康福祉部長寿社会課在宅サービスグループ


　〒９２０－８５８０　石川県金沢市鞍月１丁目１番地
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